キュウヨ ショトク コウジョ ノ ホンシツ ト トウガイ コウジョ シュクゲン ニ ヨル セイド コウカ カテイ シュウリョウシャ ノ ユウシュウ ロンブン トクシュウ ケイエイ ケイザイ ト コウキョウ セイ by 渡邉  高永 et al.
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
(課程修了者の優秀論文) (<特集>経営・経済と公共
性)
著者名(日) 渡邉  高永
雑誌名 社会科学研究
巻 31
ページ 179-226
発行年 2011-02-15
URL http://id.nii.ac.jp/1188/00000250/
給与所得控除の本質と
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渡 邉 高 永
はじめに
わが国の給与所得者は，国税庁の「民間給与実態統計調査」（平成２０年
度）によると，約５，４７４万人になる。平成２１年度予算額における国税合計
４７兆８，１５５億円のうち，所得税の占める割合は約３２．７％（１５．６兆円）であ
り，そのうち，給与所得分は，約１８％（８．６兆円）となっている。以上の
結果から，所得税の中でも給与所得の占める割合がかなり高いことがわ
かる。
しかし，近年の経済状況により，従来から存在する終身雇用や年功序
列賃金等による雇用形態が崩壊しつつあり，就労形態も多様に変化して
きている。また，給与所得者の約８割が最低税率の適用される状態と
なっている。この点について近年の政府税制調査会の答申は，「本来果
たすべき財源調達機能や所得再分配機能の発揮の観点から考えれば，こ
れ以上の税率の引き下げは適当ではない。むしろ現在の最低税率のブラ
ケットの幅を縮小することが今後の選択肢となる。更に実効税率との関
係においては，それ以外の各税率ブラケットの適用範囲をどうするかも
重要であり，この問題については，課税ベースのあり方ともあわせ，引
き続き議論を重ねていく必要があ
（１）
る。」と述べている。また，各種控除
の中でも給与所得控除について，「昨今，被用者は就業者の約８割を占
めるようになっており，また，多様な就業形態を選択する者が増加して
１７９
いる。こうした雇用形態の多様化等の状況も踏まえれば，雇用関係の有
無だけをもって給与所得者と個人事業者を比較し，その置かれた立場の
強弱を一律に論ずることは難しくなりつつある。すなわち，給与所得者
であることを理由として，所得の計算にあたって特別の斟酌を行う必要
性は乏しくなってきてい
（２）
る。」と述べている。ここでいう特別の斟酌と
は，後に述べる給与所得控除の４つの性格である。
わが国の給与所得者は，源泉徴収により，概算された所得税額を給与
所得収入から事前に引かれて徴収され，年末に年末調整が行われて税額
の過不足を調整することにより，納税している。よって，年収が２，０００
万を超える給与所得者や医療費控除などの特別の事情がない限り，給与
所得者が確定申告をすることはない。しかし，現在わが国では，実額控
除制度としての特定支出控除制度があるが，同制度が採用されて以降，
毎年数人しか制度を利用していないという事実がある。その理由とし
て，給与所得控除の額が大きすぎることや，特定支出の範囲が狭すぎる
ということが原因ではないかと考えられる。
給与所得控除の額は，現行の制度ではおよそ給与収入の３割程度であ
る。なぜ，給与所得控除の額がこのように大きな額となっているのであ
ろうか。その理由としては，給与所得控除の性質が何かということと関
連していると思われる。給与所得控除の性格としては，大嶋訴訟の最高
裁判決においては，①給与所得については必要経費の個別的認定が困難
であるため概算経費控除を認める必要のあること，②給与所得が勤労性
所得であってその担税力が資産性所得や資産勤労結合所得より低いこ
と，③給与所得の捕捉率が他の所得よりも高いこと，④給与所得はその
支払いのたびごとに源泉徴収されるのに対し，事業所得等は２回にわた
り予定納税をするのみであるため利息相当額を調整する必要があるこ
と，の４つの性格があげられた。その後，政府税制調査会平成１９年１１月
の答申においては，給与所得控除については給与所得に係る「勤務費用
の概算控除」のほか，被用者特有の事情に配慮した「他の所得との負担
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調整のための特別控除」という２つの要素を含むものとして整理されて
いる。しかし，この２つの要素がどのような割合で構成されるのかにつ
いては，明確にされていない。この不透明さが給与所得控除の額を大き
くしている要因となっているのではないかと思われる。
そこで，本論文では，給与所得控除の要素の不透明な部分を明確にし
て給与所得控除の縮減が可能かどうか考察するとともに，その縮減にあ
たり必要経費の実額控除制度を認めるための方法を模索していきたい。
Ⅰ 給与所得控除制度とその問題点
この章では，わが国における給与所得控除制度のあり方について検討
するにあたって，まず，所得税の意義，給与所得の意義について整理し
ておくこととする。このことは，本論文で取り上げる給与所得控除制度
の問題点を検討するにあたって，必要なことと考えられる。
１ 給与所得の意義等
（１） 給与所得の意義
給与所得とは，俸給・給料・賃金・歳費および賞与ならびにこれらの
性質を有する給与をいう（所得税法第２８条１項）。したがって，それは勤労
性所得（人的役務からの所得）のうち，雇用関係またはそれに類する関係
において使用者の指揮・命令のもとに提供される労務の対価を広く含む
概念である。非独立的労働ないし従属的労働の対価と観念することもで
き
（３）
る。
この点に関して，最高裁は事業所得と給与所得の区別について次のと
おり判示している。すなわち，「およそ業務の遂行ないし労務の提供か
ら生ずる所得が所得税法上の事業所得（同法２７条１項，同法施行令６３条
１２号）と給与所得（同法２８条１項）のいずれに該当するかを判断するに
あたっては租税負担の公平を図るため，所得を事業所得，給与所得等に
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分類し，その種類に応じた課税を定めている所得税法の趣旨，目的に照
らし，当該業務ないし労務及び所得の態様等を考察しなければならな
い。…その場合，判示の一応の基準として，両者を次のように区別する
のが相当である。すなわち，事業所得とは，自己の計算と危険において
独立して営まれ，営利性，有償性を有し，かつ反覆継続して遂行する意
思と社会的地位とが客観的に認められる業務から生ずる所得をいい，こ
れに対し，給与所得とは雇傭契約又はこれに類する原因に基づき使用者
の指揮命令に服して提供した労務の対価として使用者から受ける給付を
いう。なお，給与所得については，とりわけ，給与支給者との関係にお
いて何らかの空間的，時間的な拘束を受け，継続的ないし断続的に労務
又は役務の提供があり，その対価として支給されるものであるかどうか
が重視されなければならな
（４）
い。」
また，給与は金銭の形をとる必要はなく，金銭以外の資産ないし経済
利益も，勤務の対価としての性質をもっている限り，広く給与所得に含
まれる。例えば，無利息貸付の場合の利息相当
（５）
額，増資払込資金の立替
（６）
金，通勤用に支給したタクシー会社の乗車
（７）
券，従業員の大学に伴う授業
料の負
（８）
担などがある。これらの資産ないし経済的利益は，現物給与とか
フリンジ・ベネフィットと呼ばれ
（９）
る。それらの中には，非課税所得の規
定（所得税法９条等）により非課税とされるものも少なくない。会社から
支給される，旅費，通勤手当，その他職務の遂行に不可欠なものが挙げ
られている（所得税法第９条１項４号～６号）。それ以外にも，フリンジ・
ベネフィットである，安い住宅，社員食堂，団体生命保険の事業主の掛
金，社内融資などがある。これらは給与所得者の地位に基づく経済的利
益である。本来は，給与所得であるが把握されていないものが多
（１０）
い。
（２） 給与所得控除の性質
給与所得の金額は，給与の収入金額から給与所得控除の額を控除した
ものである（所得税法第２８条第２項）。その給与所得控除の性質について
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は，４つの性質からなっているとする考え方と２つの性質からなってい
るとする考え方との２つがあると考えられる。
まず，４つの性質からなっているとする考え方としては，昭和３１年の
税制調査会の答申及び金子宏教授の見解がある。
上記の昭和３１年の税制調査会は，給与所得控除の性格について次のと
おり指摘している。
「給与所得控除の根拠については，各種の説明が行われているが，こ
れを列挙すると次のとおりとなろう。
① 勤務に伴い必要となる経費の概算的な控除である。
② 給与所得は，本人の死亡等の場合には直ちに途絶えるが，一方資
産所得及び事業所得は，資産所得者又は企業主が死亡したとして
も，遺族等が引き継ぐことができる性質のものであり，これらの所
得に比べて給与所得控除は特に担税力に乏しいから，これを調整す
るためのものである。
③ 給与所得は，他の所得に比べて相対的により正確に把握されやす
いから，これを相殺するための控除である。
④ 給与所得については，所得税の源泉徴収が行われるが，その結
果，申告納税の場合に比べて平均して約５ヶ月程度早期に納税する
こととなるから，その間の金利を調整する必要がある。
これらの根拠は，いずれも一つだけで現行の給与所得制度を完全に説
明することはできないにしても，それぞれ相当の根拠を持ち，これらを
総合して現行給与所得控除の趣旨とすることが妥当と思われる。」これ
は，給与所得控除が必要経費の概算控除であることを含めて，その性格
を４つ示し，１つだけでは給与所得控除の性格を説明できないが，いずれ
も相当の根拠を有するとしているのであ
（１１）
る。
また，金子宏教授は，給与所得控除の性格について次のとおり述べて
いる。
「給与所得控除は，①給与所得については必要経費の個別的認定が困
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難であるため概算経費控除を認める必要のあること，②給与所得が勤労
性所得であってその担税力が資産性所得や資産勤労結合所得より低いこ
と，③給与所得の捕捉率が他の所得よりも高いこと，④給与所得はその
支払いのたびごとに源泉徴収されるのに対し，事業所得等は２回にわた
り予定納税をするのみであるため利息相当額を調整する必要があるこ
と，の４つの理由に基づいて採用された制度であるが，このうち最も重
要なのは第１の理由であ
（１２）
る。」
次に，２つの性質からなっているとする考え方にとしては，昭和６１年
の税制調査会の答申がある。同答申は，給与所得控除の性質ついて次の
とおり述べている。
「現行の給与所得控除を，給与所得者の『勤務費用の概算控除』と『他
の所得との負担調整のための特別控除』に分け，その上で，『勤務費用
の概算控除』について選択により現実に勤務に要した費用の控除ができ
るようにし，給与所得者にも申告納税の途を拓
（１３）
く。」
以上，給与所得控除の性質についての２つの考え方についてみてき
た。しかしながら，いずれの考え方をとったとしても，４つあるいは２
つの性質がどのような構成割合となっているのかという点については，
明確ではない。
（３） 給与所得の課税方法
イ 源泉徴収方式と年末調整
給与所得は源泉徴収の対象とされている。給与等の支払者が，その支
払のたびごとに，その支払額に応じた税額を徴収し，国に納付するもの
とされている（所得税法１８３条以下）。また，給与等が一定の金額以下の者
（サラリーマンの大部分がこれに該当する）については，その年の最後の給与
の支払の際にいわゆる年末調整を行う。さらに，その年の給与の金額に
対する正式の所得税額とそれまでの源泉所得税額の合計額を比較し，過
不足を精算することとされている（所得税法１９０条以下）。この場合，他の
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所得が一定金額以下である場合には，確定申告をする必要がない（所得
税法１２１条の規定により，大部分の給与所得者にとっては，源泉徴収ですべての課税
関係が終了することと
（１４）
なる）。
ロ 源泉徴収方式と年末調整の給与所得控除との関係
源泉徴収方式では，給与の支払者において源泉徴収され，年間の給与
収入が２，０００万円を超える場合又は他の所得がある場合を除き年末調整
により税額の精算が行われる。
源泉徴収制度は，給与所得者の納税手続きの簡素化に資するととも
に，徴税コストを抑制し，税収の平準化を図るという機能を果たしてい
る。しかし，この性質こそが給与所得者と他の納税者との捕捉率の格差
を引き起こし，給与所得者の不公平感の源となっているのである。
また，納税者が自らの課税標準額を計算し，税額を確定させる申告納
税方式は，租税の確定手続の原則であり，民主的な租税制度にふさわし
いものである。しかし，年末調整制度は，租税を通じた給与所得者と国
との関係を希薄化し，納税者の税制に対する関心を弱め，結果的に税制
の民主化にも影響を与えているということになる。
本論文のテーマである給与所得控除の縮減，実額控除が実現すれば，
給与所得者も年末調整ではなく確定申告をしなくてはならなくなる。こ
れについては，Ⅲで述べる。
２ 現行の給与所得控除制度とその問題点
（１） 給与所得控除の金額
給与所得控除の金額は，大正２年の導入時に，資産所得や事業所得に
比較して担税力の面で劣ることを考慮して設定された。昭和２５年のシャ
ウプ勧告により，それまで給与所得控除の性質は，「担税力の調整」の
みであったのが，「必要経費の概算控除」，「担税力の調整」，「捕捉率の
格差の調整」，「金利差の調整」と４つの性質となった。その後，大嶋訴
訟最高裁判決では，給与所得控除を専ら給与所得に係る必要経費の控除
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ととらえて論ずるのが相当であ
（１５）
るとされている。さらには，昭和６１年に
出された税制調査会の答申においては，「必要経費の概算控除」以外の
３つを１つにまとめ，「他の所得との負担調整のための特別控除」の２
つの要素が含まれてい
（１６）
ると述べている。
そして，現在において，給与所得控除の性格，趣旨については，給与
所得者に対する必要経費の実額控除に代わるものであるという説明のほ
か，上記の「必要経費の概算控除」，「担税力の調整」，「捕捉率の格差の調
整」，「金利差の調整」の４つの性格が一般に認知されている。しかし，
政府税制調査会の答申では，「必要経費の概算控除」と「他の所得との
負担調整のための特別控除」の２つの要素であると述べられている。
以上の性質が考慮され，現在の給与所得控除の金額が設定されてい
る。現在の給与所得控除の金額は次の表のとおりである。
例えば，給与等の収入金額が６００万円と仮定して給与所得控除の金額
は収入金額の約３割にあたる１７４万円になる。また，上記の給与所得控
除の性質から見ると，現在の給与所得者には最低限，必要経費６５万円認
められているということになる。給与所得控除の金額は収入が増えるに
つれて減少する。しかし，１，０００万円でも２２０万円の給与所得控除が認め
られる。そして，控除額に制限はなく，収入がいくらになっても青天井
に一定の控除が受けられるのが現在の給与所得控除制度である。
図表１－１ 給与所得控除の金額（速算表）
給与等の収入金額
（給与所得の源泉徴収票の支払金額）
給与所得控除額
１，８００，０００円以下
収入金額×４０％
６５０，０００円に満たない場合には６５０，０００円
１，８００，０００円超 ３，６００，０００円以下 収入金額×３０％ ＋ １８０，０００円
３，６００，０００円超 ６，６００，０００円以下 収入金額×２０％ ＋ ５４０，０００円
６，６００，０００円超１０，０００，０００円以下 収入金額×１０％ ＋ １，２００，０００円
１０，０００，０００円超 収入金額×５％ ＋ １，７００，０００円
（１７）
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こうした現状を基に平成２１年ベー
（１８）
スで，わが国全体の給与総額に対す
る給与所得控除総額の割合を見ると，約３０％を占めていることがわか
る。つまり，給与収入総額の３０％が控除されていることになる。この数
値ははたして妥当なのか，この金額は大きすぎることはないのか。本論
文においては，この部分を中心に給与所得控除の再検討をし，この給与
所得控除の金額が真に妥当な金額かどうか後述の部分で明らかにしてい
く。
（２） 特定支出控除
特定支出控除は，大嶋訴訟の判決を受けて，昭和６２年に創設されるこ
とになった。特定支出控除とは，給与所得者が特定支出をした場合にお
いて，その合計額が給与所得控除の金額をこえる場合には，その超える
金額をさらに給与所得控除後の残額から控除することができるものであ
る（所得税法５７条の２第１項）。そして，特定支出とは，①通勤費，②転勤
費，③研修費，④資格取得費，⑤単身赴任者帰宅旅費の５種類の支出で
あ
（１９）
る。具体的には次とおりである。
イ 通勤費
通勤のために必要な交通機関の利用又は交通用具の使用のための支出
（航空機の利用に係るものを除く。）で，一般の通勤者について通常必要であ
ると認められる部分の支出（使用者から，その通勤の経路及び方法がその人の
通勤に係る運賃，時間，距離その他の事情に照らして最も経済的活かつ合理的であ
ると認められる旨の証明がされたものに限る。）
ロ 転勤費
転任に伴う転居のために通常必要であると認められる支出（使用者か
ら転任の事実などの証明がされたものに限る。）
ハ 研修費
職務の遂行に直接必要な技術又は知識を習得することを目的として受
講する研修（人の資格を取得するためのものを除く。）のための支出（使用者か
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らその研修が職務の遂行に直接必要な技術等を習得するためのものであることなど
の証明がされたものに限る。）
ニ 資格取得費
人の資格（弁護士，公認会計士，税理士などの人の資格で，法令の規定に基づ
きその資格を有する人に限り特定の業務を営むことができることとされるものを除
く。）を取得するための支出（使用者からその人の資格の取得が職務の遂行に直
接必要なものである旨の証明がされたものに限る。）
ホ 単身赴任者帰宅旅費
転任に伴い生計を一にする配偶者と別居を常況とすることとなった場
合などにおけるその人の勤務する場所又は居所と，配偶者等が別居する
場所との間のその人の旅行に通常する支出のうち特定のもの（使用者か
ら転任に伴い配偶者等と別居を常況とすることとなった旨などの証明がされたもの
に限る。）
（３） 給与所得控除の問題点
給与所得控除の性質は，一般に，その４つの性質，すなわち，①給与
所得については必要経費の個別的認定が困難であるため概算経費控除を
認める必要のあること，②給与所得が勤労性所得であってその担税力が
資産性所得や資産勤労結合所得より低いこと，③給与所得の捕捉率が他
の所得よりも高いこと，④給与所得はその支払いのたびごとに源泉徴収
されるのに対し，事業所得等は２回にわたり予定納税をするのみである
ため利息相当額を調整する必要があること，から構成されるといわれて
いる。この場合，給与所得控除のうち，どのくらいが，必要経費の概算
控除であるのか，担税力の低いことに対する調整であるのか，捕捉率の
格差に対する配慮であるのか，金利の調整部分であるのか不明である。
つまり，給与所得控除の性質が，これら４つの要素を考慮するものであ
るとした場合，これらの要素がどの程度の比重をもって考慮されている
のか不明確である。
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給与所得控除は，必要経費の概算控除の性質の部分がその大部分を占
めているという見解もある。ただし，その他に概算控除及び担税力格差
の是正の両者であるとする見解や，担税力格差の是正を主たる要素であ
るとする見解もあり，その見解は様々であ
（２０）
る。
なぜ，このようにたくさんの見解が存在するのであろうか。その理由
としては，給与所得控除の性格が近年変わってきていることによるもの
ではないかと考えられている。
また，給与所得控除額の縮減において，課税最低限の問題がある。給
与所得控除の額が縮減されると課税最低限の額を大幅に縮めることにな
りかねない。つまり，国民の健康で文化的な生活を脅かすのではないか
ということである。
（４） 特定支出控除制度の創設と問題点
ここでは，特定支出控除制度の創設と問題点について述べていく。前
項において，給与所得控除金額の性質が曖昧であるという問題点がある
と述べた。このことによって，特定支出控除にはどのような問題点が存
在するのか，創設までの経緯も踏まえ述べていく。
イ 特定支出控除の創設まで
特定支出控除の制度は，昭和６２年の所得税法の改正によって創設さ
れ，昭和６３年分から実施された。それまでは，必要経費の概算控除とし
ての意味で，給与所得控除のみが認められていた。そのため，給与所得
について事業所得の場合と同様に実額による必要経費の控除を認めない
のは，事業所得者に対する関係で給与所得者を不当に差別するものであ
り，憲法１４条１項に違反するという見解が強く主張された。
大嶋訴訟最高裁判決は，この点について，「①給与所得の場合には必
要経費の範囲が不明確であるうえ，給与所得者の数がきわめて多いた
め，実額による経費控除を選択的にあれ認めることは実際上困難であ
る。また，実額控除を認めると各人の主観的事情や立証技術の巧拙に
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よってかえって不公平が生じるおそれがあることに鑑みると，給与所得
について実額控除を排し，給与所得控除の形で概算経費控除のみを認め
ることとしたのは，立法目的として正当であること，②給与所得の必要
経費の金額が一般に給与所得控除の金額を明らかに上回ると認めること
は困難である。したがって，給与所得控除の金額は給与所得の必要経費
の金額との対比において明らかに相当性を欠くとはいえないこと，を理
由として，給与所得の計算において実額による経費控除を認めないこと
は憲法１４条１項に違反しな
（２１）
い」，旨を判示した。憲法論については，こ
の判決で一応の決着がついたわけである。
しかし，立法論としては，給与所得控除と実額経費控除との選択を認
めるべきであるという意見が後を絶たなかった。しかし，他方では，給
与所得については必要経費の範囲が不明確で，家事費・家事関連費との
区別が困難であること，実額控除を認めると確定申告の数が激増し，租
税行政がそれに対応できないと予想されること，等を理由とする慎重論
も強く主張された。結局，この２つの主張の妥協の産物として，控除で
きる費用の範囲を明確に限定したうえで実額控除を認めるのが適当であ
るという考え方から，特定支出控除の制度が設けられ
（２２）
たという背景があ
る。
ロ 特定支出控除の現状と問題点
上記に示したように，昭和６２年の所得税法の改正によって創設された
特定支出控除の内容は，従来の政府税制調査会の説明による給与所得控
除の概念の考え方を大きく後退させ，これまで行われてきた給与所得控
除の議論とは程遠いものとなっている。このままでは，ただ単に，給与
所得控除についての実額控除の制度を創設しただけになっている。ま
た，控除される項目が狭く，査定が厳しく，税務の執行上の容易性ばか
りを追求したものといわれてもおかしくない制度となっているように考
えられる。現に，創設以降の特定支出控除の申告者数は，極めて少ない
ものとなっている（図表１－２）。
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図表１－２をみると，同控除の申告者数は多い年で１６人，少ない年で
１人である。私見ではあるが，創設当初は話題になり，給与所得者がこ
ぞって同控除の適用を考慮した結果であるにもかかわらず，１６人であ
る。当時わが国では，給与所得者が就業者のおよそ８割に達していたこ
とから，特定支出控除制度を適用することは相当難しいのではないのか
と考えられる。その後，最大の適用者数である１６人という数字は出てい
ない。逆にいえば，給与所得控除の額がいかに過大に設定されているか
がわかるのではないか。
このような現状を踏まえて，特定支出控除の制度については次の３点
が問題となっているという見解があ
（２３）
る。簡潔にまとめると，次のとおり
である。
① 費用の範囲が極端に狭く制限されていること。
② 労働力原
（２４）
価をカバーしていた部分が消滅させられていること。
③ 経費性の判断主体が納税者本人ではなく依然として雇用者である
こと。
具体的には，次のとおりである。
第１の理由の特定支出の範囲が極端に狭いことについては，特定支出
の範囲は，いずれも給与等の支払者によってその職務との直接関係及び
必要性を証明されなければならないものとなっており，きわめて限定的
図表１－２ 特定支出控除申告者数
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である。しかも，現状の企業の従業員に対する福利厚生，研修制度，転
任要請などからすれば，上記の特定支出の範囲のものはほとんどが企業
負担によって支出されており，一般的には申告者に生じないような範囲
で規定されている。どの程度まで必要経費の実額控除を認めるのかの判
断については，今後慎重な議論を重ね検討しなければならない。しか
し，昨今，就業形態が多様化している現在においては，給与所得者も常
に激しい競争を強いられている中，様々に変化していく社会情勢に対応
して特定支出項目の範囲を拡大させていく検討が必要である。
第２に，特定支出控除の内容が，政府税制調査会の説明による給与所
得控除の性格には，①必要経費の概算控除，②担税力の調整控除，③所
得捕捉率格差の調整控除及び④金利損失の調整控除の意味が含まれてい
るという点をすべて反映させることなく，「①必要経費の概算控除」の
概念のみを給与所得控除全体に置き換えて実額控除と選択適用させてい
ることにある。このことは，昭和６１年４月政府税制調査会の中間答申に
おいて「現行の給与所得控除を，給与所得者の『勤務費用の概算控除』
と『他の所得との負担調整のための特別控除』に分け，その上で，『勤
務費用の概算控除』について選択により現実に勤務に要した費用の控除
ができるようにし，給与所得者にも申告納税の途を拓く」とした点にも
反している。すなわち，この規定を適用するためには，その実額控除額
が従来議論していた必要経費の概算相当額を上回り，かつ，担税力の調
整控除，所得捕捉率格差の調整控除及び金利損失の調整控除，の相当額
を上回らなければ，この制度による申告はあり得ないことになるからで
ある。何故，給与所得控除の性質を理論的にわけて特定支出の項目を設
定しなかったのか疑問である。
第３に，特定支出については，すべて給与等の支払者の証明を必要と
することである。これは，税務行政の執行上の便宜のみを最優先に考え
た規定であるように考えられる。上記政府税制調査会答申は大嶋訴訟最
高裁判決にならい，「税務執行上少なからざる混乱を招くほか，立証技
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術の巧拙によりかえって負担の不均衡をもたらすおそれも強い…」と述
べている。しかし，現在の事業所得者の申告納税体制も，戦後の混乱期
の昭和２２年３月に導入して以来，４０年余り経ち現在の状態がある。最初
は記帳不備などがあるかもしれないが，給与所得者も確定申告により自
主的に確定申告に参加することによって，給与所得者の納税意識を高
め，財政に対する意識も強くなると考えられる。
また，金子宏教授によると，「特定支出控除の問題点において賛否両
論あり，制度自体あまり機能していないという現状がある。この制度
は，きわめて限定されたものであるが，一種の選択による実額控除を認
めるものであり（もっとも，単身赴任者帰宅旅費のように必要経費とはいえない
支出も含まれている），選択による一般的な実額控除への過渡的な制度と
して位置づけられるべきものであろう。なお，給与所得の必要経費の範
囲が不明確であること，一般的に必要経費の控除を認めると税務上の混
乱が生ずるおそれがあること，等に鑑みると，一般的な実額経費控除の
代わりに特定支出の控除のみを認めることは，事業所得との関係で不合
理な差別を構成するものではないと解すべきであろ
（２５）
う」と述べている。
そして，「特定支出控除制度が存在することによって，給与所得者の
経費申告権も少しは配慮されていると一般に誤解させる虞があるという
点では有害ですらあ
（２６）
る。」という意見もある。
Ⅱ 給与所得控除の各種性質についての考察
給与所得控除は，給与所得の特殊性，つまり所得捕捉率の格差や担税
力の低さに対する調整などに配慮した結果，その性質により控除の金額
が決まっていると言っても過言ではない。よって，給与所得の特殊性に
ついて考察することは，本論に掲げている給与所得控除の見直しを論じ
ることにおいて避けては通れない点である。逆にいえば，この点の結果
次第では給与所得控除の縮減，もしくは実額控除の可能性も見えてくる
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ということである。
そこで，この章では，次の３つに的を絞り述べていく。
１つ目は，給与所得と他の所得との捕捉率の格差について考察してい
く。「大嶋訴訟」でも問題となった論点でもあるが，シャウプ勧告にお
いても問題とされ，昭和３１年の答申においても，給与所得控除の性格の
うちの１つとされている。
２つ目は，給与所得の担税力の低さに対する配慮の必要性について考
察する。これは，勤労控除として創設された当初から言及されつづけ，
昭和６１年の答申でも，給与所得控除の性格の１つとして挙げられてい
る。現在の雇用の状況から様々な雇用形態がある中から給与所得者につ
いてのみ担税力の低さを理由とした控除を認める必要があるのかについ
て考察する。
３つ目は，現在の給与所得者の給与所得の必要経費について現状を見
ていく。そして，必要経費の実額控除を導入した場合には，どのような
問題が浮上してくるのか，必要経費の実額控除が実際に導入されている
アメリカではどのような問題があるのか検討する。また，実際の給与所
得者の必要経費と給与所得控除と比較してどのくらいの開きがあるのか
実際に調べることにより，給与所得控除の縮減，実額控除ができるのか
検討していきたい。また，金子宏教授によると，この給与所得の概算控
除の検討は，給与所得控除の性質の中で最も重要な性
（２７）
質と述べている。
なお，給与所得が源泉徴収されることによる，所得税の前納分に対す
る金利の調整という性格が，給与所得控除にあるとする見解がある。た
だ，この見解については，すべての源泉徴収方式による所得税につい
て，このような金利調整の控除が認められなければ辻褄が合わない，と
いう問題がある。また，申告納税方式による所得税についても，予定納
税の制度などには，同じ制度が認められなければならないはずである
が，これが法定されていないといった問題もあ
（２８）
る。したがって，金利の
調整を給与所得控除の内容とすることは困難である。よって，金利調整
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としての控除を認めるには困難を要するため，本論文では給与所得控除
を考察する上で，取り上げないとする。そもそも，金利の調整額は小額
に過ぎないためふれる必要はないと考えられる。
１ 所得税の補足率格差の問題（クロヨン問題）
（１） クロヨン問題とは
クロヨンの意味とは，「世間一般で，納税者が申告（納税）している所
得は実際の所得からみて，給与所得者で９割程度，自営業者で６割程
度，農業者で４割程度」と言われるところからきている。しかし，現状
では給与所得者は１０割近いのではないかとも言われている。
（２） クロヨン問題の背景とその原因
昭和１５年に給与所得（当時は勤労所得）に源泉徴収制度が採用され，昭
和２２年には事業所得等が賦課課税制度から申告納税制度が採用された。
しかし，当時は，事業所得者に対し帳簿の記帳義務が課されておらず，
戦争による混乱や，行政側がなれていないことあって過少申告が多発
し，それに伴い更正決定などの処分が多数見られた。よって，これらの
ことが給与所得者から見れば「事業所得者は過少申告をすることができ
行政側に見つからなければ脱税をすることができる」と給与所得者の不
満をかったのである。また，同時に，所得税の最高税率がシャウプ勧告
直後５５％であったのが，年々上昇し昭和４４年には７５％という驚異的な税
率となった。この場合，給与所得者は，源泉徴収により手許に給料が届
く前に徴収されてしまうのでどうすることもできないが，事業所得者
は，自己の判断で申告することができることから（もちろん虚偽の申告の
場合は追徴課税がある），給与所得者の反感を強めさせたのである。
この捕捉率の格差は，上記に示すように，所得税の徴税方法にその原
因があることがわかる。簡単にいうと，源泉徴収か自己申告かの違いで
ある。自己申告による場合には，意図するとせざるとにかかわらず，そ
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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の額を裁量的に動かすことができ
（２９）
る。つまり，その裁量の判断では，過
少申告・無申告という納税者まで現れてくるということも可能性として
はゼロではない。
しかし，クロヨン問題の実態はしっかりとした確証を得た実態ではな
かった。石光弘教授は，当時（昭和５６年），「統計データの裏づけもなく，
したがって経験的にも立証されず，ただムード的に語呂合わせとして唱
えられているだけの感じもす
（３０）
る。」と述べている。仮に，事業所得者側
の申告納税方式の実際の課税所得がどのくらいか把握するためには，課
税庁側が国民のすべての取引を完全に把握しなければならないというこ
とになるので不可能である。しかし，既存の統計等を参考に，推計とい
う方法を使い，現実に近似した一定の数値を算出することは可能ではな
いかと考える学者が現れ始め，実証研究がされ始めた。直近の実証研究
として，捕捉率の実証研究として代表的な石光弘教授の実証研
（３１）
究とそれ
を基にその手法を参考にした，太田弘子氏，坪内浩氏，辻健彦氏による
論文（以下，太田弘子
（３２）
他）がある。以下，それらの研究の概略を紹介する。
（３） 捕捉率の格差についての従来の実証研究
クロヨン問題について最初に行われた実証的研究は，石弘光教授の研
究である。石教授は，税務統計上の所得と国民経済計算上の個人所得の
概念をすり合わせた上で，両者を比較し捕捉率を計算したところ，従
来，俗説として言われてきたクロヨンが，実態としてそれに近いという
結果を示した。この結果に対し，石弘光教授は「得られた結果は，資料
上の制約もあり，大胆な推計作業を踏まえているため，かなり慎重に取
り扱われるべきであろう。いくつか可能と思われる接近方法のうち，た
だ一つの試みにすぎない。しかし，これまでさしたる証拠もなしに不公
平税制の一つの特徴としてたえず指摘されてきたクロヨンの実態を，あ
る程度明らかにすることができたように思
（３３）
う。」と述べている。
その後，石教授の研究発表を契機に，様々な研究発表が提出されてい
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る。その中でも，本間正明氏，井堀利宏氏，跡田直澄氏，村山淳喜氏に
よる論
（３４）
文（以下，本間正明他）は，国民経済計算のようなマクロ・データ
ではなく，ミクロ・データによって業種間の税負担の充足率の格差を求
めた。その結果，自営業者や農家は，本来負担すべき税額のそれぞれ６
割と４割前後しか負担していないことを示した。
従来の実証研究では，クロヨンの実態が浮き彫りになり，捕捉率の格
差が明るみに出たと考えられる。しかし，クロヨンの実態についての見
解として小西砂千夫氏によると，「こうした推計は，価値判断の問題を
離れて実態を明らかにしたものであって，水平的公平が損なわれている
ことを指摘する以外に政策的な意味はない。しかし，脱税という税務当
局が認めたがらない事実を明るみに出すことは，租税政策や税務行政の
あり方を考える議論を喚起する上での意義は大きい。結果から見るとサ
ラリーマン以外の脱税は深刻であるが，給与所得者が大部分を占めるの
で，税収全体の取り損ねは小さ
（３５）
い。」と税収全体の問題としては大きな
問題ではないと述べている。
さらに，本間正明他の論文では，「業種間格差が存在するにもかかわ
らず，なぜわが国の戦後の労働移動が自営業・農業から一貫して給与所
得者に流れたのかを考察することも必要であ
（３６）
る」と述べ，クロヨン＝不
公平，すなわち悪いという単純な図式を疑問視している。
筆者としては，捕捉率の格差が不公平でないという考えは，給与所得
控除の縮減を述べるにあたって，興味深い見解であることは理解でき
る。しかし，以上の実証研究はその研究を行ってから年月が相当経過し
ている。それでは，経済状況や雇用関係等が様変わりしている最近では
どうなのか。そこで，次の項目では，最近の捕捉率の実証研究である大
田弘子他の実証研究を見てみることとする。
（４） 捕捉率の格差についての最近の実証研究
２００３年に内閣府経済財政政策で公表された大田弘子他の論文について
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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みていく。この論文によれば，１９７７年の時点では１０：７：４の捕捉率の
格差が存在したが，１９９７年の時点で，１０：９：８に近い数字になってい
る。これは所得捕捉率の格差が，ここ２０年間で飛躍的に縮小したことを
示す結果となる。
結論として，次のとおり述べている。すなわち，「現行制度に基づき
給与所得者と事業所得者の課税最低限，実効税率などの比較を行った結
果，給与所得者のほうが制度上有利となっている。事業所得者において
専従者控除を用いた所得分割を行ったとしても，給与所得者の共働き世
帯と比較すればその差はないことになる。
給与所得控除の意義，位置付けについては，非常に難しいものとなっ
ている。必要経費の概算控除としては過大であり，また，他の所得との
調整としても現在の就業構造や社会環境に照らし適切とはいいがたい。
ただし，その縮減を考える際には，源泉徴収と申告納税の違いなどから
くるクロヨン批判などの，税務執行上の不公平感の解消が必要と考えら
れている。
そして，クロヨンと称される所得捕捉率の格差について近年のデータ
を用いて検証を行った結果，いまだその存在を否定できないものの，そ
の格差はかなり縮小してきていることが示された。その背景としては，
税務執行体制の強化や，農業分野における構造変化や所得標準の廃止等
の要因が関係している。
また，消費税の導入などの要因も含めた法定資料や任意提出資料の増
加と，それを管理する税務署等のデータベースの近代化と情報蓄積に
よって，真の所得を把握することがよりたやすい環境になってきたこと
も，所得捕捉率の向上の要因として考えられ
（３７）
る」。そして，クロヨンは
是正されてきており，また，給与所得控除の意義自体が揺らいできてお
り，筆者の考える給与所得控除の縮減が可能ではないかとする見解を示
している。その背景としては，数値的に飛躍的に改善が見られる農業所
得において経営環境が変わり農地の併合が行われた等，近代化によって
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
１９８
青色申告率が高い大規模な農業経営をする農家が増え，所得が極めて少
ない兼業農家へ大きく分かれたのが大きな要因である。また，大田弘子
他は，税制上において大規模農家の所得標準方式が廃止され，収益課税
に切り替わっていることが大きな要因と述べている。
その他の要因としては，経済状況の大きな変化や，大きな商業施設の
出店による小さな個人企業の減少，すなわち，商店街の衰退も大きな要
因である。
以上，前項も含めて捕捉率の格差に対する実証研究から，所得捕捉率
の格差は，現在存在はするものの，改善の傾向にはあるとみて良いよう
に考えられる。ただ，以上の実証研究は，実際に納税者一人一人調査し
たわけではない。すなわち，マクロのデータを参考に推計したにすぎな
いため，推計の結果では，クロヨンは改善の傾向にはある。しかし，実
際はどのようになっているかはわからないということである。以上のこ
とに対し，石教授は，推計という形であることに留意して取り扱ってい
くべきであると述べている。
（５） 先行研究を参考に実施した最近の補足率格差の数値
（４）においてみたように，所得捕捉率は改善してきているとしてい
る。しかし，数値が古いことから新しい数値が必要である。そこで，比
較的最近で各省庁においてデータが概ねそろっている平成１９年度の所得
捕捉率を推計してみるとする。所得補足率の推計については先行研
（３８）
究の
方法を参考に推計を行う。
イ 給与所得
まず，給与所得の推計を行う。給与所得についての税務統計の所得に
ついては，国税庁の「税務統計から見た民間給与の実態」と「申告所得
の実態」より得られる給与収入の合計となる。
この数値に対応する国民経済計算上の給与収入については「国民所得
および国民可処分所得の分配」における雇用者所得の内，賃金・俸給の
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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額となる。
『労働力調査年報』によると，平成１９年の全産業の雇用者総数は５，３７７
万人である。このうち常用雇用者は４，４８４万人（うち事業所規模３０人以上は
２，５８１万人）となっている。次に，『毎月勤労統計調査要覧』により，主
要産業常用労働者の平均月間現金給与額から，年間の平均給与額を求め
ると，事業所規模５人以上で３９５万８，７７８円，３０人以上で４５２万６，３７８円であ
る。この両者を掛け合わせると，年間給与総額は１９２兆１，９１３億円となる。
一方，『税務統計から見た民間給与の実態（平成１９年度）』から給与総額
２０１兆２，７２２億円を求める。税法上では青色事業専従者給与も含まれてい
るため，ここから専従者給与の総額２兆７，５８９億円を差し引くと，１９８兆
５，１３３億円が年間給与総額１９２兆１，９１３億円に対応する金額になる。その
結果，補足率は１０３．３％となる。
源泉徴収により１００％補足されていることが前提であるため，少し誤
差が生じているが，妥当な結果であると思われる。
ロ 事業所得
次に，事業所得の推計を行う。図表２－１のように，図表２－４の「①
課税ベースとなるべき所得」を業種別自営業者数と平均所得を掛け合わ
せることによって求める。まず，『就業構造基本調査』から，農業を除
いた平成１９年度の自営業者総数５４９．８万人と業種別自営業者数を求め
る。しかし，内職者も含まれているのでそれは除外した。次に，業種別
の平均所得（営業利益）は『個人企業経済調査』より，製造業が４３４．９万
円，卸・小売・飲食業３３０．４万円，サービス業２９９．４万円と求められ
（３９）
る。
これら，３業種以外については，漁業・水産業と建設業は製造業に，運
輸・通信業と金融・保険業と不動産はサービス業に，飲食店は卸・小売
業に準じて計算をおこなった。こうして求められた各業種別の平均所得
と，業種別自営業者数を掛け合わせて算出した個人企業の所得総額は１８
兆６，１１９億円となる。
そして，『税務統計から見た申告所得税の実態』の事業所得と実際の
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所得の概念を統一するために，上で求めた所得総額から控除制度によっ
て図表２－４の「②課税最低限以下の所得総額」を求める。そのため，
ここでは，図表２－２において，夫婦・子供１人の標準世帯で，配偶者
が専従者となっている例を想定し，更に，青色申告者と白色申告者それ
ぞれについて課税最低限を求めた。
図表２－１で求めた「内職者を除く自営業者数５，４９８千人」を図表２－
３のように，「所得階層別」に分ける。更に，『税務統計から見た申告所得
税の実態』から，営業所得者の青色申告者と白色申告者の比率９２８対７３３
図表２－１ 業種別自営業者数及び所得総額（平成１９年度）
区 分 内職者を除く自営業者数（千人） 所得総額（億円）
漁業・水産業 ９１．６ ３，９８４
建設業 ８６７．９ ３７，７４４
製造業・鉱業 ５８５．０ ２５，４４１
運輸・通信業・金融・保険業・不動産業 ５０１．５ １６，５６９
卸・小売業・飲食店 １，４２４．３ ４２，６４３
サービス業 １，７９２．１ ５２，７９５
医療・福祉 ２３５．６ ６９，４０７
合 計 ５，４９８ １８６，１１９
（出所）『就業構造基本調査』及び『個人企業経済調査』により作成。
図表２－２ 事業所得者の青色申告者と白色申告者の課税最低限（平成１９年度）
単位：万円
青色申告者 白色申告者
基礎・扶養控除 ７６ ７６
専従者給与・控除 ２３４．５ ７９．５
社会保険料控除 １７．５ １７．５
その他諸控除 ２９．３ ２９．３
青色申告特別控除 ５５ ―
合 計 ４１２．３ ２０２．３
（出所）『就業構造基本調査』及び『個人企業経済調査』により作成。
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を利用して，「所得階層別の人数」を按分する。そして，青色申告者と白
色申告者それぞれの課税最低限までの所得総額を求めると，青色申告者
が３兆３，００８億円，白色申告者が１兆５，３２１億円，合計４兆８，３３０億円と
なる。この算出方法は，各階層の平均所得として中間値を利用し，これ
に階層人数を乗じる方法をとった。よって，図表２－４の「①課税ベー
スとなるべき所得」は，所得総額から課税最低限以下の所得総額を差し
図表２－３ 自営業者の所得階層別分布（平成１９年度）単位：千人
所得階層 青色申告者 白色申告者 合 計
５０万円未満 ５４５ ４３０ ９７５
５０～９９ ３５３ ２７９ ６３２
１００～１４９ ３１４ ２４８ ５６２
１５０～１９９ ２６４ ２０９ ４７３
２００～２４９ ３０３ ２４０ ５４３
２５０～２９９ ２２６ １７９ ４０５
３００～３９９ ３４４ ２７１ ６１５
全所得階層総合計 ５，４９８
（出所）『就業構造基本調査』及び『税務統計から見た申告所得税の実態』により作成。
図表２－４ 事業所得の補足率権算式（平成１９年度）単位：億円
営業所得者の営業所得 ６５，５４６
その他事業所得者のその他事業所得 ３５，４２８
税務統計上の事業所得総額 １００，９７４
専従者給与と青色申告控除 １６，４８０
③税務当局によって補足された所得 １１７，４５４
所得総額 １８６，１１９
②課税最低限以下の所得総額 △４８，３３０
①課税ベースとなるべき所得 １３７，７８９
補足比率③÷① ０．８５２４１９
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引いて，１８兆６，１１９億円－４兆８，３３０億円＝１３兆７，７８９億円と求められる。
一方，『税務統計から見た申告所得税の実態』の事業所得総額は，営
業所得者の営業所得６兆５，５４６億円，その他事業所得者のその他事業所
得３兆５，４２８億円との合計１０兆９７４億円である。この所得は営業所得者と
その他事業所得者の専従者給与や青色申告控除を控除した後の所得であ
るため，この所得に控除分１兆６，４８０億円を加えると，「③税務当局に
よって補足された所得」は１１兆７，４５４億円となる。よって，事業所得の
補足率は，図表２－４にあるように，③÷①＝８５．２％との結果がでた。
この結果は，従来の６割と比べると大幅に事業所得の補足率は改善され
てきていると言える。
ハ 農業所得
農業所得については，税制上は事業所得と同様に扱われているため，
推計方法は事業所得と同じである。
農業所得総額は，図表２－５から２兆７，２７３億円となる。農業所得に
ついても，事業所得と同様に，青色申告者と白色申告者の課税最低限を
求めると，図表２－６のようになる。そして，それぞれの課税最低限以
下の所得総額を求めると，図表２－７の数値を用いて，事業所得と同様
に各階層の平均所得として中間値を利用し，これに階層人数を乗じる方
法を使い，２，０２０億円と算出される。さらに，第２種兼業農家の平均農
業所得は５１．６万円であるので，農業のみ従業者の農業所得は全額課税最
低限以下であり申告不要とみなす。これによる農業所得総額からの控除
分は５，４６４億円である。以上の結果から「④課税ベースとなるべき所
得」は，１兆９，７８９億円と求められる。
また，「⑤税務当局によって補足された所得」は税務統計上補足され
ている所得４，３３２億円と専従者控除等２，８３２億円の合計７，１６４億円であ
る。よって，税務当局によって捕捉されている比率，すなわち農業所得
の捕捉率は，⑤÷④＝３６．２％と算出され，他の所得と比べると相当低い
数値である。
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図表２－５ 農業所得総額（平成１９年度）
区 分 世帯数（万世帯） 平均農業所得（万円） 総額（億円）
専業農家 ４０．３ ２３１．１５ ９，３１５．３４５
第１種専業農家 ２３．７ ５２７．１５ １２，４９３．４５５
第２種専業農家 １０５．９ ５１．６ ５，４６４．４４
合 計 １６９．９ ２７，２７３．２４
（出所）『農林業センサス』及び『農業構造動態調査』により作成。
図表２－６ 農業所得者の青色申告者と白色申告者の課税最低限
（平成１９年度）
青色申告者（万円） 白色申告者（万円）
基礎控除・扶養控除 １１６．９ １１６．９
専従者給与・控除 １９１．７ ７８．４
社会保険料控除 ５７ ５７
その他諸控除 ４８ ４８
青色申告特別控除 ５５ ―
合 計 ４６８．６ ３００．３
（出所）『農林業センサス』及び『農業構造動態調査』により作成。
図表２－７ 農業収入を主としている世帯の所得階層別分布
（平成１９年度）
所得階層 青色申告者（人） 白色申告者（人） 合計（人）
１００万円未満 ６，９３９ ５，５５２ １２，４９１
１００～１９９万円 １８，７０８ １４，９６７ ３３，６７５
２００～２９９万円 １６，５５０ １３，２４０ ２９，７９０
３００～３９９万円 １２，２８８ ９，８３１ ２２，１１９
４００～４９９万円 ６，４５４ ８，０６８ １４，５２２
（出所）『農林業センサス』及び『農業構造動態調査』により作成。
（４０）
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ニ 推計結果について
推計結果について，大平哲男氏の行った９２年，９７年の推計結果と筆者
の行った平成１９年の推計結果を図表２－９にまとめた。
図表２－８ 農業所得の補足率権算式（平成１９年度）単位：億円
税務統計上補足されている所得 ４，３３２
専従者給与と青色申告控除 ２，８３２
⑤税務当局によって補足された所得 ７，１６４
所得総額 ２７，２７３
課税最低限以下の所得総額 △２，０２０
第２種兼業農家の控除分 △５，４６４
④課税ベースとなるべき所得 １９，７８９
補足比率⑤÷④ ０．３６２０１９
図表２－９ 所得捕捉率の推計結果
区 分 １９９２年 １９９７年 ２００７年
（事業所得）
所得総額 ２５兆９，９６４億円 ２１兆３，７５４億円 １８兆６，１１９億円
課税最低限以下の控除分 △５兆７，３０６億円 △５兆５，２５６億円 △４兆８，３３０億円
課税ベースとなるべき所得 ２０兆２，６５８億円 １５兆８，４９８億円 １３兆７，７８９億円
税務当局によって捕捉された所得 １３兆６，７８５億円 １２兆１，６０８億円 １１兆７，４５４億円
捕捉率 ６８％ ７７％ ８５％
（農業所得）
所得総額 ５兆０，３９７億円 ４兆０，６０５億円 ２兆７，２７３億円
青色・白色申告者の課税最低限以
下の控除分
△５，０９５億円 △４，６１３億円 △２，０２０億円
第２種兼業農家の控除分 △１兆４，４２２億円 △８，８８５億円 △５，４６４億円
課税ベースとなるべき所得 ３兆０，８８０億円 ２兆７，１０７億円 １兆９，７８９億円
税務当局によって捕捉された所得 １兆０，４８３億円 ８，０２４億円 ７，１６４億円
捕捉率 ３４％ ３０％ ３６％
（給与所得）
給与総額 ２１６兆２，０１３億円 ２４２兆２，６２０億円 １９２兆１，６１４億円
税務当局によって捕捉された所得 ２１５兆３，２１１億円 ２４１兆９，３０７億円 １９８兆５，１３３億円
捕捉率 １００％ １００％ １０３％
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事業所得においては，改善の兆候が見られる。その，要因としては，
過去の所得総額と比べ平成１９年は，総額が大幅に減少しているのにも拘
わらず，課税最低限以下の控除分の金額がそれほど減少していないこと
にある。そのため，捕捉率が上がっているのではないかと思われる。
農業所得においては，３０％台と非常に低い捕捉率を示しているが，９７
年に比べれば少し上昇はしてきている。その理由としては，所得総額が
減少したにも拘わらず，税務当局によって捕捉された所得がそれほど減
少していないことが起因しているのではないかと思われる。
給与所得においては，ほぼ１００％の推移であり非常に理想的な数値で
あることがわかる。しかし，（４）において石教授が述べるように，以
上の結果は納税者一人一人を調べたわけではなく，あくまで推計の結果
である。推計の結果によると農業所得を除いて所得捕捉率格差は，是正
されてきている。しかし，今以上の是正を求めるためには，事業所得者
および農業所得者に対する，税制の側面及びその執行の側面からの措置
が必要になるように考えられる。
税制の側面からの措置としては，例えば，①「事業所得に関しては，
実額での必要経費は正しい記帳に基づく場合のみ認めることとし，そう
ではない場合には一定の『概算控除』のみを認めるとの仕組みを導入す
（４１）
る」方法，②正しい所得把握体制の環境整備のために，社会保障・税共
通の番号制度（納税者番号制度）を導入する方
（４２）
法，③消費税の仕入れ税
額控除法として現行の「帳簿及び請求書等方式」に代えてインボイス方
式を導入する方法（「消費税の脱税は，仕入の過大計上または売上の過
小計上のいずれかの方法によって行われるが，特にインボイス方式のも
とでは，前後の２つの段階の取引に伴うインボイスをクロス・チェック
することによって，それ（脱税）を容易に発見することができ，さらに
それによって，法人および個人事業の所得の把握水準を高めることにも
役立つ
（４３）
…。」）が考えられる。
また，その執行の側面からの措置としては，例えば，①帳簿書類を基
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
２０６
礎とした正確な申告を奨励する観点から，事業所得者・農業所得者に対
する青色申告の一層の普及を図るこ
（４４）
と，②課税庁による課税の適正化の
ための取り組みの強
（４５）
化，が考えられる。
２ 給与所得の担税力の低さに対する配慮の必要性について
（１） 担税力
担税力とは，各人の経済的負担能力のことをいう。租税負担は，国民
の間に担税力に即して公平に分配されなければならない。これは租税公
平主義，租税平等主義といわれ，直接的には憲法１４条１項を根拠とす
（４６）
る。
また，「国の手にうつすことのできる資源を所有すること」，あるい
は，「支払う者が不当な苦しみを受けることなく，または，社会的に重
要な目的を著しく妨げられることなく，租税を支払いうる能力」として
定義され
（４７）
る。
（２） 各種所得における担税力
所得税は，各人の担税力に応じた課税を行う上で最も整備されたシス
テムを備えた租税である。その担税力を示すものは，第一次的には各人
に帰属する所得の総量である。そのため，所得税法では，原則として各
人に帰属するすべての所得を総合し，これに対して累進税率を適用する
仕組みを採っている。しかし，所得者の担税力は，所得の大きさだけで
決まるものではなく，所得の性質によっても差があるものと考えられて
いる。
すなわち，所得のうちには，毎年繰り返して回帰的に発生する所得と
臨時に発生する所得とがある。また，ひとしく回帰的な所得といって
も，不労所得ともいえる資産所得たる利子所得，配当所得，不動産所得
があり，勤労によって生ずる給与所得もあり，さらに資産と勤労が一体
となって生ずる事業所得等がある。一方，非回帰的な所得のうちにも，
退職所得のように老後保障的な性質をもつもの，また，山林所得のよう
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に長年にわたる経営の成果が一時に実現する性質のものがある。同じ大
きさの所得であっても，その担税力は一様ではない。もっとも所得の性
質によって担税力に差があるといっても，常識的には首肯できても，具
体的にその差をどう評価するかといった問題になると種々論議がある。
しかし，例えば，上記のように，臨時的に発生する非回帰的所得に対
して，回帰的所得に対するものと同様の方法で累進税率を適用するのが
酷に過ぎることは，誰しも異論のないところである。
所得の性質に応じた担税力の差異を考慮した税制として典型的なもの
に，分類所得税制があった。分類所得税そのものは過去のものになった
が，現行税制の中にも，所得計算の方法や税額計算の仕組みの面で，各
種所得の担税力を考慮した種々の制度が織り込まれている。そして，こ
れらの考慮が税法上の所得分類の上にも反映しているものということが
でき
（４８）
る。
次の（３）では給与所得の担税力について見ていく。
（３） 給与所得の担税力について
給与所得は，事業所得などのように一種の資産所得的な要素・事業主
本人の死亡によっても事業などが継続をされるということがもたらす要
素をもつものとは異なる。その意味において，他の所得に比較して担税
力が乏しいことについてこれを調整することを理由として，「担税力補
充額」分が，それに含まれている，とされてきたということが理解でき
る。また，勤労所得控除として創設した当初，勤労所得控除の性質は，
「他の所得に比べ勤労所得は担税力が低いことに対する配慮」として説
明されてきた。
しかし，給与所得が「担税力補充額相当額」分を配慮していることを
考えれば，事業主本人などの死亡後その事業などが相続により継続され
うるとしても，その利益はその事業主本人などが受けるものでない。そ
れゆえ，事業などの継続性の有無によって，一概に，担税力の高低を比
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較することはできない。また，法人化が普遍化しているうえに，後継者
難などによる事業などの継続が危機化している今日，事業などの継続を
一般的根拠とする説明などに合理性が認められるかも疑問である。さら
には，現実に事業が継続をされなかった場合には，この「担税力補充額
相当額」分は，その存在の基礎を失うことになる。それにもかかわら
ず，給与所得者がこの「担税力補充額相当額」分を控除されるというの
では，給与所得者は，他の所得の所得者に比較をして軽い税の負担です
んでしまうということにな
（４９）
る。
（４） 担税力の低さに対する配慮への結論
上記のとおり２においては，給与所得の担税力の低さに配慮する必要
性について見てきた。一連の見解を検討してみて，給与所得の担税力の
低さに給与所得控除によって配慮する必要はない。つまり，勤労所得自
体，担税力が高いと言われている資産性所得より低いとは一概に言い難
い。また，給与所得だけに特別な控除を設けることによって他の勤労所
得の退職所得，事業所得，一部の雑所得等との折合いがつかなくなる。
昨今，経済状況の変化により所得の区分が混ざり合って曖昧になりつつ
ある中，給与所得のみに配慮するということは困難であるのではない
か。よって，給与所得の担税力の低さに配慮する必要性はないと考えら
れる。
３ 現在の給与所得者の給与所得の必要経費について
（１） 税法上の給与所得の必要経費
所得税法における必要経費は，３７条にその一般的定義規定がある。同
条によると，その年分の不動産所得の金額，事業所得の金額または雑所
得の金額の計算上必要経費に算入すべき金額は，別段の定めがあるもの
を除き，①これらの所得の総収入金額に係る売上原価，その他当該総収
入金額を得るために直接に要した費用の額，および，②その年における
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販売費，一般管理費その他これらの所得を生ずべき業務について生じた
費用の額であるとされている。現行所得税法においては，「必要経費」
は，①不動産所得，②事業所得，③雑所得，④山林所得の４つの所得に
おいて認められている。
（２） 給与所得の必要経費の意義
給与所得の発生する源泉は，主として雇用契約に基づく労務の提供で
ある。そこで，給与所得の必要経費を論ずる前に給与所得者の雇用関係
などを踏まえ，給与所得の必要経費についてもう一度以下にまとめてみ
（５０）
る。
① 給与所得者は，労務を提供するが，自己の危険と計算によることな
く，使用者の指揮命令に服することを要するのが通例である。従属的
労働といわれるものである。もっとも，近年の経済活動の多様化に対
応して，独立的労働に近い給与所得者が存在することも考える必要が
ある。
② 業務についての資金を提供するのは使用者であり，業務に関する費
用を労務提供者に負担させることは予定していないのが通例である。
この点は，給与所得者の必要経費の実額の控除を否定する主たる論拠
となっているという意味において注目する必要がある。しかし，例え
ば，給与所得者自身の所有する道具や自動車を使用者の業務に用いる
場合も少なくないのであって，このような場合に実額の必要経費控除
の可否が深刻な問題となって登場するのである。
③ わが国の賃金体系および所得税法９条の非課税規定に触れる必要が
ある。わが国においては，基本給のほかに，住宅手当，通勤手当，扶
養手当等の名目の手当が支給されることが一般的となっている（フリ
ンジ・ベネフィット）。これは，終身雇用制に支えられたわが国の賃金
体系には，生涯を通じての生活保障の考慮が加味されていることの現
れである。そして，一定の支給については所得税法上非課税とされて
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いるために，必要経費の角度からの意識は，従来必ずしも強くなかっ
たのではないかと思われる。
給与所得の必要経費の定義について，石島弘教授は「給与所得の必要
経費を一義的に定義することはきわめて困難である。ただ，少なくとも
他の事業所得等の場合と同じく，給与等を得るため直接に要した費用及
びこれらの所得を生ずべき職務について生じた費用と解するのが相当で
あり，かつ当該支出の職務との関連性が客観的に肯認され得ることを必
要とするものと解するのが相当である。なお，家事関連費については事
業所得の場合と同じく，そのうち，支出の主たる部分が職務の遂行上必
要であり，かつ，必要である部分を明確に区分できる場合に限り必要経
費に算入することが許されると解すべきであろう（所得税法４５条２
（５１）
項）。」
と述べる。
確かに，少なくとも給与等を得るために直接に要した費用は控除すべ
き必要経費となるのは当然のことであると思われる。しかし，ほとんど
の費用は，使用者の負担で補われているのが現状であると考えられる。
（３） 家計調
（５２）
査に基づく給与所得の必要経費
概算控除の場合は控除される額が収入に応じて決められているが，実
額控除の場合は，上記２の（２）で見てきた項目がやはり必要経費とい
うことで控除される形になる。しかし，給与所得者が実際どの程度の必
要経費を要するのか不明である。そこで，総務省が給与所得者の必要経
費について家計調査を行っているので，その結果を参考にしながら検討
していきたい。この家計調査を参照することによって，現在の給与所得
控除の額と給与所得控除の必要経費と考えられる支出額との間にどの程
度の開きがあるのか，もしくは同等の額であるのか，見てみる。その結
果次第では，本論文のテーマである給与所得控除の縮減についての重要
な資料を得られるものと考えられる。次の図表２－１０が家計調査の資料
である。
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図表２－１０は，平成１５年のデータをベースに作成されている。すぐに
表から見てとれるのが，給与所得者の必要経費と考えられるものが収入
のおよそ６～７％であるという点である。給与所得控除の額が給与収入
の３割程度となっているのと比べると，この額は明らかに少ないものと
なっている。上記の１，２，３の（１）・（２）で見てきた，給与所得控
除の性質に考慮しての額としても，開きがありすぎると考えられる。
平成１２年のデータをもとに同じ方法で作成している税制調査会答申
「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参加と選択―」（平成
１２年７月１４日）は，給与所得者の必要経費に関して次のように述べている。
「わが国の給与所得者が収入を得るために必要とする勤務費用が実際
にどの程度になるのか把握するために，家計調査により，主要国で給与
図表２－１０ 勤労者世帯の年間収入５分位階級別１世帯当たり品目別年間支出金額調
（平成１５（２００３）年）
 





この表は，従来から，給与所得者の勤務に関連する経費ではないかと指摘される支出品目を幅広く抜き出
し，その年間支出額を調べたものである（支出品目は従来から同一のものを使用している。）。
したがって，実際には，給与所得者の勤務とは関係がない支出も含まれていることがしたがってあろうし，
また，むしろ家事上の支出とみるべきものもあることに留意する必要がある。






年間収入５分位
階級
年間収入額 年 間 支 出 額 （Ｂ）
（Ａ） 衣料品 身の回り品 理容・洗濯 文具 新聞・書籍 こづかい つきあい費 計（Ｂ）（Ａ）
万円 千円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％
Ⅰ（ ～４４５） ３，５４４ １２，５０５ ６，８４１ ９，４０９ ９２０ ３８，５６４ １４９，８９８ ４，５３８ ２２２，６７５ ６．３
Ⅱ（ ～５８６） ４，７６２ １８，４０８ ８，９７２ １２，５１９ １，２２６ ４６，８３２ ２１４，８２４ ８，６２３ ３１１，４０４ ６．５
Ⅲ（ ～７３８） ５，８６２ ２２，９４１ １１，５５０ １６，０６６ １，４３８ ５３，７６８ ２６９，３９１ １３，０７８ ３８８，２３２ ６．６
Ⅳ（ ～９５０） ７，１７０ ３１，９１６ １４，６４３ １９，９９３ １，６９５ ６２，９３４ ３５７，１７２ １８，１９０ ５０６，５４３ ７．１
Ⅴ（９５０～ ）１０，１３５ ５２，１２５ １９，９０５ ２８，１９９ １，６６５ ７３，３３５ ５０３，６０９ ３３，９３９ ７１２，７７７ ７．０
平 均 ６，２９５ ２７，５７９ １２，３８２ １７，２３７ １，３８９ ５５，０８７ ２９８，９７９ １５，６７４ ４２８，３２６ ６．８
支出品目別内訳
背広服，
男 子 用
コート，
男子用ズ
ボン，ワ
イシャツ，
他の男子
用シャツ
男子用靴
下，男子
靴，傘，
ネクタイ，
他のバッ
ク
理髪料，
洗濯代
筆記，絵
具用具
新聞，教
科書，学
習参考教
材，書籍
こづかい
の内訳は
不明他の
項目に入
るべき支
出も含ん
でいる可
能性があ
る。
（備考）１ この表は「家計調査（二人以上の世帯）」（総務省統計局）の「年間収入五分位階級別１世帯当た
り支出金額，購入数量及び平均価格」により作成した。
２ 支出額には世帯主以外の家族の分も含まれている。
３ 年間収入額は「月平均実収入×１２」としている。
出所 http : //www.cao.go.jp/zeicho/siryou/pdf/kiso_b21a.pdf 税制調査会基礎問題小委員会平成１６年１０月８提出資料，９頁
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所得者に認められている勤務費用に相当する支出を含め，給与所得者の
必要経費ではないかといわれるものを広めに拾い出してみると，その金
額は平均で年間５０万円程度になり，年間収入（６７４万円）の１割弱程度と
いう試算が得られています。
これに対して，給与収入に応じた給与所得控除額は給与収入５００万円
の場合１５４万円，７００万円の場合１９０万円などとなっています。また，マ
クロ的に給与所得控除の水準を見ると，給与収入総額の３割程度が控除
されています（平成１２年度ベースで給与総額２２８．４兆円に対して，給与所得控除総
額は６４．２兆円。）。このように，現行の給与所得控除の水準は，給与所得者
の必要経費に関する概算的な控除としては相当手厚いものとなっている
ことが分かりま
（５３）
す。」
このように，実際の給与所得者の必要経費と比較して給与所得控除の
額は，手厚いと述べている。すなわち，給与所得控除の額が多すぎると
述べているのである。
次に，実額控除が認められている諸外国においては，給与所得控除の
額は実際どのように設定されているのか，例えば，日本に比べて多額の
ものが設定されているのか，それとも少額のものが設定されているの
か，その概要について見ておくこととする。
図表２－１１は給与所得者の必要経費等に関する先進諸外国の制度を示
したものである。これによると，わが国以外の諸外国においては，概算
控除の額について上限設定されているのがわか
（５４）
る（イギリスは概算控除な
し）。また，わが国以外の諸外国においては，概算控除の額はわが国の
ものに比べてかなり低い額となっている。
ここで，給与所得の必要経費について簡単にまとめると，次のとおり
である。
① わが国の給与所得控除の金額は，実際の給与所得者の必要経費の金
額と比べると過大であると考えられる。
② わが国以外の先進諸外国では，概算控除の額は極めて低い額であ
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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り，実額控除制度との選択適用が機能するようになっている（わが国
のように概算控除の額が実際の額よりも過大でないため）。
（４） 小括
３においては，給与所得の必要経費について検討してきた。わが国で
は，実額控除として特定支出控除が認められているが，それが適用され
るには相当な額の必要経費が必要である。一方，諸外国においては，給
与所得者の必要経費等の制度上，給与所得控除の額を少額に設定する一
方で実額控除を認めている。つまり，わが国では，給与所得控除の額を
多額に設定して実額控除の必要性が生じないようにしている，というこ
図表２－１１ 給与所得者の必要経費等についての各国の制度の概要（未定稿）
（２００９年１月現在）
日 本 アメリカ イギリス ドイツ フランス
?
?
?
?
給与所得控除（給
与収入金額に応じ，
控除率：４０％～５％
の５段階，最低６５万
円）が認められる。
標準（概算）控除
（夫婦共同申告の場合）
１１，４００ドル
（１１９．７万円）
なし 被用者概算控除
９２０ユーロ
（１３．９万円）
特別支出概算控除
３６ユーロ
（０．５万円）
必要経費概算控除
社会保険料控除後
の給与収入金額の
１０％
最低控除額
４１３ユーロ
（６．２万円）
最高控除額
１３，８９３ユーロ
（２０９．８万円）
?
?
?
?
通勤費等勤務に直
接必要な特定支出の
額が給与所得控除額
を超える場合は，そ
の超える部分につ
き，特定支出控除が
認められる。
上記に代えて，必
要経費については，
実額（項目別）控除
が認められる。
必要経費について
は，実額控除が認め
られる。
上 記 に 代 え
て，必要経費に
ついては，一定
の実額控除が認
められる。
上記に代えて，
必要経費について
は，実額控除が認
められる。
実額控除は，給与
所得者の必要経費の
他，以下のような職
務以外の個人的な経
費についても認めら
れる。
実額控除は，原則
として以下のものに
ついて認められる。
医療費
適格旅費（注：通勤
費は認められない）
慈善寄付金
適格旅費以外の費用
のうち，全体とし
て，専ら職務の遂行
を目的として支出さ
れ，職務の遂行に必
要不可欠なもの
（備考） 邦貨換算レートは，１ドル＝１０５円，１ユーロ＝１５１円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：平
成２０年（２００８年）６月から１１月までの間における実勢相場の平均値）。
http : //www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/siryou/056.htm より引用（財務省 HP，平成２１年１１月１２日にアクセス）。
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とである。そして，家計調査からみてとれるように，実際の給与所得者
の必要経費の額は，現行の給与所得控除の額に比べて少ないことがわか
る。その必要経費の額は大きく見積もっても１割ということになるの
で，わが国の給与所得者は相当優遇されているということになる。ま
た，わが国の給与所得控除は，シャウプ税制に戻ってみると，給与所得
控除の性質に配慮しての概算控除ということになるが，その性質も，現
在では本章までの検討の結果，揺らいできており，考慮する必要はなく
なったと言っても過言ではない。そうすると，本論文のテーマである給
与所得控除を縮減し実額控除制度を導入することが可能ではないのかと
いうことになる。
Ⅲ 給与所得控除見直しに向けて
１ 実額控除についての先行研究
ここでは，給与所得者における必要経費の実額控除について若干の考
察を加えていく。本論文のテーマである給与所得控除の縮減及び実額控
除制度の導入については，その縮減を行うべきであるとの結論を得るこ
とができた。それでは，実際にはどのような内容のものとするのか，
様々な見解を参考にしながら，考察をしていく。
北野弘久教授は，次のように述べている。まず，「現行の五つの特定
の経費項目に限定しないで，諸外国の例にならって広く「勤務に必要な
経費」を控除できることとする。次に，現行の給与所得控除額を構成し
ている四つの要素（①概算経費控除分，②利子控除分，③勤労所得控除分，④把
握控除分）をそれぞれ独立した控除項目とする。その際，①の概算経費
控除額は，毎年のサラリーマンの勤務費にたいする実態調査にもとづい
て法定する。そして，前出のひろい意味での実額経費控除額〔勤務に必
要な経費の額〕が法定概算経費控除額を上回った場合には，その超過分
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２１５
を納税申告によって控除することができるようにする。実額経費控除額
の納税申告とは別に，サラリーマンの納税申告権を制度的に保障するた
めにも，源泉徴収の段階での年末調整は，サラリーマン側の選択制にす
べきであろ
（５５）
う」としている。
水野正一教授は，給与所得控除制度の合理化として，次のように提案
している。「給与所得控除の四つの理由のうち，必要経費の調整とその
他のものに分ける。必要経費に関するものについては，平均的サラリー
マンの実際の必要経費よりやや高めに決めた額（あるいは率）と，その他
の理由に基づく控除（これはかなり政策的にきめられる）の合計を概算控除
とする。そして，必要経費に関する部分について，実額控除との選択を
認める。この場合，必要経費の具体的内容については，旅費，交通費，
被服費，図書費，研修費，交際費について職務上必要なものに限定す
る。これによって現行の概算控除制が「どんぶり勘定」的であり，一部
の者が不利益を受けるという批判に応えることができる。ただ，このた
めには，必要経費の範囲，内容が具体的かつ明確に定められなければな
らない。それに基づき，各種のサラリーマンの必要経費に関する実態調
査及び意識調査を行う必要がある。客観的なデータに基づき合理的な制
度が構築されなければならない。この改善案におけるもう一つの重要問
題は，税務行政の問題である。この改善案が実施されるとすれば徴税事
務量が増大するのは必至であるから，そのための税務体勢の整備，強化
が必要であることはいうまでもな
（５６）
い。」と述べる。
藤田晴教授によると，「専門図書費，給与所得者が能力開発のため自
己負担する教育費等，特殊な費用項目を限定列挙し，それらの合計が給
与収入のたとえば３％を超える場合にかぎり，申告を要件として限度超
過額の特別控除を認める方が，制度として簡明でありまた公平であろ
う。また，実額控除選択制の導入については，制度改革の複雑化という
デメリットとを秤にかけると，再考した方がよいように思われる。なお
現行の給与所得控除は，給与収入額が増大するにつれて控除率が逓減す
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る構造を持っているが，基本税率の設定に合わせて，この控除率ももっ
とフラット化する方向で再検討すべきだと思われ
（５７）
る。」と述べている。
新井隆一教授によると，上記の北野弘久教授の意見と近い意見である
が，「現行の『給与所得控除額』の構成要素に，『必要経費概算額相当額』
のほかに，担税力の乏しさに対する配慮，他の所得との捕捉率の格差に
対する配慮，源泉徴収方式による早期納税の金利調整のような要素も含
まれているとされるのであれば，現行の所得税法を改正して，『給与所
得控除額』の構成要素を『必要経費概算額相当額』のみとし，『給与所
得に係る必要経費』とは何かを定性的に明確にしたうえで，合理的に算
出した額を法定すべきである，ということにな
（５８）
る。」と述べている。
阿部泰隆教授によると，「概算控除と実額控除の利点を共に生かし，
その難点をなるべく減らす道を探す必要がある。概算控除は，平均的な
給与所得者がそれぞれの所得ランクごとに通常かかる経費を概算で控除
するもので（したがって，所得が増えれば概算控除も増える現行制度は維持す
る。），実額控除を選択する者もその制度の適用を受けることとする。そ
して，実額控除制度のもとでは，勤務に要する経費の全部ではなく，平
均的な給与所得者が通常かかる経費を超えた特殊な経費にかぎって上乗
せで控除することとすべきである。こうすれば実額控除の難点はかなり
減り，かつ，実額控除への期待に応えることができ
（５９）
る。」と述べる。
様々な見解を見てきたが，実額控除導入に対して消極的な意見は乏し
い，むしろ導入すべきという意見がほとんどである。給与所得控除の４
つの要素を分割しそれぞれの性質に按分し控除額を検討するというのは
かなり画期的である。しかし，その分割方法が未だに明確化されていな
い。政府税制調査会の昭和６１年答申においても，給与所得控除の分割が
提言されており，そこでは「勤務費用の概算控除」と「他の所得との負
担調整のための特別控除」に分けたうえで，「勤務費用の概算控除」に
代えて，選択により実額控除を認めるとしている。ここでは，各々２分
の１相当額を基準としていることから分割の適正な基準が難しいのでは
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ないかと思われる。このことについて金子宏教授は，「事業所得者と給
与所得者との間の公平を維持し，さらに給与所得者の不公平感を緩和す
るために，現行の給与所得控除の金額を，概算経費控除に相当する部分
と他の３つの要素に対応する部分とに分割し，給与所得者の必要経費が
前者の金額を超過している場合には，選択による実額控除を認めるべき
であると考える。」と述べている。しかし，「給与所得控除の額を，その
性質ないし要素に応じて定量的に４つの部分に分ける試みは，従来され
てこなかったし，またそれは，実際問題として不可能だろ
（６０）
う。」と述べ
ている。
筆者の意見としては，給与所得控除の金額は，概算控除の部分と，そ
の他の性質の部分で２つに分解する。ただ，本論文のⅡで述べたよう
に，その他の性質の部分は，それぞれ給与所得者に配慮する必要はなく
なってきている結果が得られた。よって，給与所得控除の性質は概算控
除の額のみと捉えて控除額を決めるべきであると考えられる。
そして，総務省の家計調査の結果から，実際の給与所得者の必要経費
は６～７％となっているので，その年の実態調査から給与所得控除の金
額を決める（具体的には収入の１割程度）。必要経費が概算控除額を超過し
た場合には，超過した金額を確定申告により実額控除を認める。
それぞれの意見及び筆者の意見をまとめたのが次の図表３－１であ
る。
２ 小括
以上の見解，問題点から，給与所得控除の要素ごとに分割することは
賛同する。ただし，按分ではなくて必要でない要素は削除という提案を
したい。大嶋訴訟の最高裁判決では給与所得控除の全体を給与所得の必
要経費の概算額として捉えられているが，一方で，他の３つの要素に配
慮していることによって給与所得控除の額が，過大となっていることは
本論文で見てきたとおりである。しかし，本論文で検討してきた結果，
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
２１８
図表３－１ 実額控除導入への各種見解
実額控除導入への見解
北野弘久教授 現在の特定支出控除の項目に限らず広く必要経費を控除できるよ
うにする。
給与所得控除の性質をそれぞれに分解し，概算控除は，毎年のサ
ラリーマンの勤務費にたいする実態調査にもとづいて法定する。ま
た，勤務に必要な経費の額が法定概算経費控除額を上回った場合に
は，その超過分を納税申告によって控除することができるようにす
る。
水野正一教授 給与所得控除の４つの性質のうち必要経費の性質とその他のもの
にわける。分ける際に必要経費の部分は，平均的サラリーマンの実
際の必要経費よりやや高めに決めた額とし，その他の額は，政策的
に決めた額とする。２つを合計した額を概算控除額とする。
必要経費の範囲，内容を具体的かつ明確に定め，それに基づき，
各種サラリーマンの必要経費に関する実態調査及び意識調査を行う
必要がある。
藤田晴教授 専門図書費，教育費等，特殊な費用項目を限定列挙し，それらの
合計が給与収入のたとえば３％を超える場合に限り，申告を要件と
して限度超過額の特別控除を認める。
新井隆一教授 「給与所得控除額」の構成要素を「必要経費概算額相当額」のみ
とし，「給与所得に係る必要経費」とは何かを定性的に明確にした
うえで，合理的に算出した額を法定すべきである。
阿部泰隆教授 所得が増えれば概算控除も増える現行制度は維持しつつも，勤務
に要する経費の全部ではなく，平均的な給与所得者が通常かかる経
費を超えた特殊な経費に限って上乗せで控除することとすべきであ
る。
金子宏教授 給与所得控除の金額を，概算経費控除に相当する部分と他の３つ
の要素に対応する部分とに分割し，必要経費が前者の金額を超える
場合には，選択による実額控除を認めるべきである。しかし，各種
の要素に分けることは実際問題として不可能であろう。
筆者 給与所得控除の金額を概算経費控除の部分と，その他の性質の部
分で２つに分解する。その他の性質の部分は，本論文の結果から考
慮する必要はなくなったことから，給与所得控除の性質として概算
経費控除の部分のみ考慮する。
概算経費控除の金額は給与所得者の実態調査より金額を決定し
（具体的には収入の１割程度），必要経費が概算控除額を超過した
場合には，確定申告により実額控除を認める。
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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所得捕捉率の格差問題以外の他の２つの要素は近年の経済状況も関係し
配慮する必要はなくなってきているとの結果を得た。
そこで，筆者は，現在の給与所得控除の性質を給与所得者の必要経費
と捉え，総務省の家計調査による実際の給与所得者の必要経費額の水準
にまで縮減し（具体的には給与収入の１割程度），それを超える部分につい
ては，確定申告により実額控除制度を導入することを提案する。同時
に，前述したように，必要経費について，一定の場合，『概算控除』の
みを認める仕組みの導入，納税者番号制度の導入，消費税の仕入れ税額
控除法としてのインボイス方式の導入，青色申告の一層の普及，課税庁
による課税の適正化のための取り組みの強化などの措置がとられ，税務
行政の水準が向上することを提案する。
Ⅳ 結論と今後の課題
１ 結論
Ⅲでは，結論として給与所得控除は縮減すべきだと述べた。その理由
ついて，本論文をあらためて整理しながら説明をしてみる。
給与所得控除の性質については，①給与所得については必要経費の個
別的認定が困難であるため概算経費控除を認める必要のあること，②給
与所得が勤労性所得であってその担税力が資産性所得や資産勤労結合所
得より低いこと，③給与所得の捕捉率が他の所得よりも高いこと，④給
与所得はその支払いのたびごとに源泉徴収されるのに対し，事業所得等
は２回にわたり予定納税をするのみであるため利息相当額を調整する必
要があること，の４つの理由に基づいて採用された制度である。しか
し，④の性質は金額自体がそもそも小額で配慮する必要がないというこ
とから，筆者は，①から③までの性質が主に大きなウェイトを占めてい
ると考えた。そのことにより，上記の性質を配慮することにより給与所
研究年報 社会科学研究 第３１号（２０１１年２月１５日）
２２０
得控除の金額が過大であるのであれば，また，上記の性質が現時点で配
慮する必要がなくなったのであれば，給与所得控除額は縮減できるので
ある。大嶋訴訟最高裁判決では，給与所得控除を専ら給与所得に係る必
要経費の控除ととらえて事を論ずるのが相当であると述べられている。
しかし，平成１２年１０月に出された税制調査会の答申「わが国税制の現状
と課題」にあるように，「勤務費用の概算控除」及び「他の所得との負
担調整のための特別控除」の２つの要素が含まれているとするものあ
る。そうすると，上記の①から③までの性質を検討することが縮減の可
能性につながるのである。
Ⅱにおいては，捕捉率の格差問題と担税力の低さに対する見解につい
て検討した。捕捉率の格差問題については，数々の先行研究の結果，改
善されてきていると結論が示されている。また，税務執行上の問題であ
ることから，理論的に給与所得控除と関連付けることに無理があるとい
うことであり，税務行政の向上が問題の改善になると捉えた。そして，
担税力の低さに対する見解については，給与所得のみが担税力が低いと
はいえないという結論となった。本論文において，給与所得自体，担税
力が高いと言われている資産性所得より低いとは一概にいえず，昨今の
経済状況から考えると，給与所得のみに対して担税力の低さを配慮する
ことは，他の所得との比較において混乱をきたすからである。
Ⅲにおいては，経費の概算控除としての性格について触れた。諸外国
と比べると，わが国においてのみ，給与所得控除の概算控除額が大きい
ものとなっていることを明らかにした。また，実額控除については，わ
が国においてのみ認められていない（特定支出控除は実額控除の性質を兼ね
備えているが実質的には概算控除が大きすぎるのでほとんど使われていない。）。実
額控除の採用において問題視されている必要経費項目についても，アメ
リカでは多くの判例があり，多くの給与所得者が実額控除のための確定
申告を行っている。そして，わが国の給与所得控除額が過大であること
が，総務省の家計調査で判明した。給与所得者の必要経費の額は，実際
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
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には多く見積もっても１割程度である。
以上の検討の結果，給与所得控除の性質は経費の概算控除としての性
格のみに配慮すればよいと考えられ，その額はそれぞれの給与所得の１
割程度である。具体的な金額は本論文のテーマとはそれてしまうので避
ける。ただし，概算控除は，給与収入金額の１割もしくはそれ以下の金
額でもよいと考えられる。それを超過する部分については実額控除とい
う現在の特定支出控除の制度をそのまま応用し概算控除と実額控除の選
択性の幅をより大きくするべきである。つまり，給与所得者にも確定申
（６１）
告をさせるということになる。現行制度の下では，給与所得者は源泉徴
収により手元に給与が届くときには税金は天引きされ，納税をしている
という意識が少ないというのが現実である。確定申告により納税者意識
が高まるのではないかと考えられる。
２ 今後の課題
これまでの検討を振り返ると，給与所得控除の縮減，実額控除の導入
について異を唱える研究者は見当たらない。しかし，給与所得に実額控
除制度を導入するに当たっては幾つか問題点も指摘されている。
まず，必要経費項目の区別が困難であるという指摘である。アメリカ
では数々の判例があることから，わが国でも導入と同時に必要経費と家
事費や家事関連費との区別の点で混乱が発生すると考えられる。しか
し，これに関しては事業所得にも言えることなので実額控除の導入をす
るかしないかという点に関する問題ではない。アメリカでの判例もある
ので参考になるのではないかと考えられる。
次に，Ⅱでも触れたように，給与所得控除のどの程度を概算控除額と
するかである。本論文のテーマから外れるので明言は避けたが，給与所
得者から考えれば非常にデリケートな問題である。総務省の家計調査で
は給与所得の６～７％が実際の必要経費と結果が出たのであるからその
程度の額が妥当ではないかと思われる。多く見積もっても１割程度であ
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る。しかし，導入にあたっては相当な混乱が予想される。その時の経済
状況において変動するような柔軟な法令が形成されることを期待した
い。
最後に，多くの研究者の意見は実額控除の導入に肯定的である。た
だ，税務行政の側面から考えると徴税コストがかかりすぎるのではない
かという指摘が多い。現在，給与所得者は就業者全体の９割に達してい
るとされることから，実額控除の導入により相当な人数の納税者が税務
署を訪れることが予想される。徴税コストの増大は避けて通れないこと
である。しかし租税行政庁において IT 等の活用により一層の事務処理
の効率化が図られるならば，その徴税コストの増大もいくらか圧縮でき
るのではないかと考えられる。また，本論文の主張では，概算控除の額
も現在の３割程度から額を縮減して１割程度とし，概算控除と実額控除
とが平行して存在することになる。つまり，給与所得者の必要経費が家
計調査によると収入の６～７％であるから，概算控除の額が給与収入の
１割であれば，それほど申告納税者数は増えないのである。
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告者の割合は，５３．７％にとどまっている。「直接税／統計情報」，オンライン，
「国税庁ホームページ」，インターネット，http : //www.nta.go.jp/kohyo/tokei/
kokuzeicho/shinkoku2008/shinkoku.htm（２０１０年１２月７日にアクセス）。
（４５） 税制調査会「抜本的な税制改革に向けた基本的考え方」税制調査会，平成１９
年，３０頁。
（４６） 金子宏『前掲注（３）』７５頁。
（４７） Richard Goode, “Individual Incode Tax” p. 18, 翻訳・グード（塩崎潤訳）『個人
所得税』（１９６２）。
（４８） 植松守雄『四訂版 注解 所得税法』大蔵財務協会，平成１７年，１４８頁。
（４９） 新井隆一「前掲注（２８）」１２６頁。
（５０） 碓井光明「所得税における必要経費」『租税法研究』第３号，７９頁。
（５１） 石島弘『課税権と課税物件の研究』信山社，平成１５年１月１０日，２９３頁。
（５２） 総務省の行っている統計調査。
（５３） 税制調査会答申「わが国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参加と選
択―」平成１２年７月１４日，１００頁。
（５４） わが国の場合，上限に設定がなく，収入の５％の控除が認められている。
（５５） 北野弘久『税法学の実践論的展開』勁草書房，平成５年，１６４頁。
（５６） 水野正一「大嶋訴訟大法廷判決と給与所得控除」『ジュリスト』８３７巻，３８頁。
（５７） 藤田晴「所得税の改革」『ジュリスト』８７４巻，２４頁。
（５８） 新井隆一『税法からの問 税法からの答』成文堂，１３３頁。
（５９） 阿部泰隆「給与所得者の必要経費とは―その範囲の考え方と上乗せ実額控除
の提案」税務弘報３５巻，１８６頁。
給与所得控除の本質と当該控除縮減による制度効果
２２５
（６０） 金子宏「租税法の分野における所得の性質の違い等を理由とする取り扱いの
区別と憲法十四条一項適合性の判断」『判例時報』１２０１号，１６８頁。
（６１） 現在も一定の金額を越えた給与所得者や２箇所以上から収入があるものは確
定申告をしている。しかし，数は少ない。
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